
はじめに

　2050 年ゼロカーボン北海道の実現に向けて，道内市町村

による温室効果ガス排出量削減の取り組みが急務となってい

る．しかしながら，道内市町村における地方公共団体実行計

画（区域施策編）の策定率は 45 件（25％）にとどまってお

り，全国平均 41％を大きく下回っている 1）．

　地方公共団体実行計画（区域施策編）は，「地球温暖化対

策の推進に関する法律」（令和 6 年 6 月改正）において，都

道府県及び市町村が，その区域の自然的社会的条件に応じて

温室効果ガス排出量の削減を行うために定めることとされて

いる．したがって，地域における脱炭素化の検討を行うに

は，当該市町村における人口や産業構造，再生可能エネル

ギー賦存量などの自然的社会的条件を把握した上で，達成す

べき目標を定める必要がある．

　市町村の特徴を把握するためには，まずは公開されている

統計情報などを用いて他市町村との比較を行う方法が考えら

れる．公的機関が実施する統計調査のうち，市町村単位で集

計されている主なものは「社会・人口統計体系」2）にまとめ

られている．これは，国勢調査や経済センサスなどの直近

データを毎年取りまとめているもので，市町村単位では 11

分野 809 項目が収集されている．しかし，これらの情報には

地域の人口・世帯，経済基盤，行政基盤，労働，福祉・社会

保障などが整理されているが，エネルギー需給に係る情報は

含まれていない．また，単位や規模が異なる多数の情報から

地域の特徴を把握することは容易ではなく，比較可能なデー

タに変換しなければ，地域性の把握は困難である．

　以上により，地方公共団体実行計画（区域施策編）検討の

基礎資料として，地域の産業構造や人口動態に加えて，エネ

ルギー需要や再生可能エネルギーに関するデータを収集，指

標化し，地域間比較が可能な形に整理したので報告する．

1　データの収集

　我国における温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算）のう

ち，8 割以上がエネルギー起源の二酸化炭素によるものであ

る 3）．そのため，本報告ではエネルギー需給に関連が深い人

口や産業構造に加えて，エネルギー需要，再生可能エネル

ギーに関する 4 分野 31 項目を抽出した．抽出したデータ一

覧を出典とともに表 1 に示し，抽出した各市町村のデータを

巻末の付表 1 に示す．

1.1　基本情報

　市町村の基本情報として，表 1 に示す 5 項目（A1～A5）
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を抽出した．人口及び世帯数は，市町村の規模を示す基礎的

な情報であるとともに，主に家庭部門におけるエネルギー需

要を推計するための活動量の指標として活用される．労働力

率は生産年齢人口（15 歳以上人口）に対する就業者数の割

合で，地域における労働供給の指標とされる．これらは「国

勢調査」4）によって得られる情報であり，直近は令和 2 年に

調査されている．また，市町村の財政状況を示す指標として

経常収支比率と実質公債費比率を選定し，これらには「市町

村別決算状況調」4）を引用した．

1.2　産業構造

　市町村の産業構造を表す指標として，表 1 に示す 9 項目

（B1～B9）を抽出した．地域のエネルギー消費の実態は，産

業構造によって異なることが想定され，地域における主要産

業の把握は重要である．

　産業部門のエネルギー需要を推定する際の活動量として

は，産業分類ごとの就業者数，製品出荷額，事業所面積など

が挙げられるが，ここでは市町村単位で産業分類ごとに取得

可能な就業者数 4）及び農業産出額 6），漁業生産高 7），製品出

荷額 8），売上高 9）（以下，「製品出荷額等」．）を抽出した．な

お，各分類の製造品出荷額等は，就業者 1 人あたりの額に加

工し，林業に関しては市町村単位の生産高の情報が得られな

かったため割愛した．

1.3　エネルギー需要

　市町村のエネルギー需要を表す指標として，表 1 に示す 8

項目（C1～C8）を抽出した．エネルギー需要のデータは，

それ自体が地方公共団体実行計画を策定する上で重要な情報

である．

　経済産業省資源エネルギー庁が公表するエネルギー消費の

実態に関する統計には，「総合エネルギー統計」10）と「都道

府県別エネルギー消費統計」11）があるが，市町村別のエネ

ルギー消費に関するものはない．市町村別のエネルギー需要

を整備したものに東北大学中田研究室「地域エネルギー需給

データベース」12）がある．これは，「総合エネルギー統計」

や「都道府県別エネルギー消費統計」を基に全国 1,741 市区

町村のエネルギー需給データを按分法により整備したもの

で，内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

「IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン」の研究成果と

して公開されている．本報告では，市町村のエネルギー需要

データとして，この「地域エネルギー需給データベース」を

引用した．

　なお，市町村の二酸化炭素排出量を整理・可視化したデー

タとして，環境省「自治体排出カルテ」13）がある．こちら

表 1　収集データ一覧．
Table1  List of collected data.
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も地方公共団体実行計画を検討する上で重要な情報であり，

二酸化炭素排出量を直接把握できるため，地域間を比較する

データとして有用ではあるが，後述する再生可能エネルギー

ポテンシャルとの関係を考慮して，本報告では指標データと

して採用していない．

1.4　再生可能エネルギー

　市町村の再生可能エネルギー導入ポテンシャルを表す指標

として，表 1 に示す 9 項目（D1～D9）を抽出した．再生可

能エネルギーの導入は，化石燃料の消費を低減し，二酸化炭

素排出量の削減に貢献するため，積極的な導入が求められて

いる．一方で再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは，地

域によって大きく異なり，その地域性の把握は重要である．

　再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは，「再生可能エ

ネルギー情報提供システム（REPOS）」14）の「自治体再エネ

情報カルテ」を引用した．本報告では，REPOS から引用し

たデータの単位を［TJ/ 年］に変換した上で，各市町村のエ

ネルギー需要の合計で除し，エネルギー需要に対する再生可

能エネルギー導入ポテンシャルの程度を表す指標として用い

た．なお，「バイオマス」に関しては，「自治体再エネ情報カ

ルテ」に情報があるものの，その推計方法等に関する原典情

報がなかったため，データ年次を「不明」とした．

2　データの指標化と考察

　収集したデータは単位が様々であり，市町村間で値が大き

く異なるなど，そのままでは地域間の比較が難しい．そこ

で，各データを地域間で相対的に比較できるよう，前章で取

得したデータの前処理を行い指標化し，グラフによる可視化

を行った（図 1）．以下にその手順を示す．

2.1 対数変換

　北海道における人口の最大値は札幌市の約 197 万人，最小

値は音威子府村の 706 人であり，約 2800 倍もの差がある

（図 2 左）．このように，データに極端に大きな値や極端に小

さな値が含まれている場合，特に北海道における人口のよう

に比較的小さな値にデータが集中している場合は，後述する

標準化や正規化をそのまま行うと，外れ値の影響により地域

間の差が表現できなくなる．この弊害は対数変換することで

データの偏りを緩和することができるため（図 2 右），本報

告では各データ x の最大値 xmax と最小値 xmin が 100 倍以上

離れている場合には対数変換することとした．

x’＝log x	 （xmax ≥ 100 ∙xmin）

x’＝x	 （xmax＜100 ∙xmin）｛
x’：変換後のデータ

x：元のデータ

xmax：元のデータの最大値

xmin：元のデータの最小値

図 1　データの指標化及び可視化の流れ．
Fig. 1  �Flow of Data Transformation into Indicators and Their Visu-

alization.

図 2　�人口データにおける対数変換の例．a．人口データのヒスト
グラム．b．対数変換した人口データのヒストグラム．対数
変換することで，小さな値に集中したデータや右に裾が長
い分布を，より対称的に表現することができる．

Fig. 2  �Example of Log Transformation of Population Data. a. Histo-
gram of population data. b. Histogram of log transformed 
population data. Log transformation allows data concen-
trated on smaller values or distributions with a long right 
tail to be represented in a more symmetrical manner.

2.2　標準化（Standardization）

　標準化は，データを平均 0，標準偏差（分散）1 になるよ

うにスケーリングする手法であり，次式により計算する．

z＝
x’－μ
σ

z：標準化後のデータ

x’：変換後のデータ

μ：変換後のデータの平均
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σ：変換後のデータの標準偏差

　標準化されたデータ z は，単位が「無次元」となるため，

異なる単位や範囲を持つデータ間での比較が可能となる．ま

た，平均 0，標準偏差（分散）1 にスケーリングされること

で，値の持つ意味が「平均から標準偏差の倍数」に統一さ

れ，相対的な大小関係の把握が容易になる．

2.3　正規化（Min-Max normalization）

　相対的な値の大小は，標準化したデータ z でも比較可能だ

が，最大値，最小値の範囲がデータによって異なることや，

正負の値が混在するため，値の相対的な位置付けが直感的に

理解しにくい．そこで，本報告では正規化を行い，データの

単位と範囲を揃えた．正規化を行うことで，データが［0，

1］の範囲に収まるため，異なるデータ間での比較が容易に

なる．正規化は次の式により計算する．

znorm＝
z－zmin

zmax－zmin

znorm：正規化後のデータ

z：標準化後のデータ

zmin：標準化後のデータの最小値

zmax：標準化後のデータの最大値

　なお，本報告では正規化は予め外れ値を除いた上で［1，

6］の範囲になるように調整した．すなわち，

z’norm＝znorm∙（rangeupper－rangelower）＋rangelower

z’norm：データ範囲調整後の正規化データ

znorm：正規化後のデータ

rangeupper：正規化の範囲の上限（＝6）

rangelower：正規化の範囲の下限（＝1）

である．また，下側の外れ値は「0」，上側の外れ値は「7」

とした．外れ値の判定は，四分位範囲（IQR）を用いて次の

式で計算した．

IQR＝Q3－Q1

L＝Q1－1.5 ∙ IQR

U＝Q3＋1.5 ∙ IQR

IQR：四分位範囲

Q1：第一四分位数

Q3：第三四分位数

L：外れ値の下限

U：外れ値の上限

指標化した各市町村のデータを巻末の付表 2 に示す．

2.4　可視化

　データの正規化によって，全ての指標が［0，7］の無次元

データとなり，指標間の比較が可能となった．本報告では，

地域ごとの特徴を視覚的に把握するとともに，地域間で比較

できるよう，市町村ごとに指標データを統一フォーマットで

可視化した．

　可視化したグラフの構成を図 3 に示す．グラフは極座標で

表現し，表 1 で収集した指標を 4 分野ごとに色分けして各座

標に配置した．グラフの半径方向は，各指標の正規化後の数

値を表し，値が大きいほど表示面積が大きくなるため，視覚

的に特徴を捉えやすい．また，各指標の道平均を配置し，当

該市町村の道内における相対的な関係を把握できるようにし

た．道内 179 市町村のグラフを巻末付図 1 に示す．

図 3　指標データの可視化．
Fig. 3  Visualization of Indicator Data.

2.5　考察

　グラフを用いた考察の例を示す．対象は，図 4 に示した上

士幌町，鹿追町，新得町とする．3 町は十勝総合振興局管内

の北部に位置し，それぞれ隣接する位置関係である．いずれ

の地域でも共通する特徴として，人口（A1）と世帯数（A3）

は共に道内平均よりやや少ないが，労働力率（A2）は平均

より高い．農業の就業者数（B1）と就業者あたり産出額

（B6）は共に高く，エネルギー需要でも農林水産業（C1）が

高くなっているが，エネルギー需要合計（C8）では全道平

図 4　�可視化グラフの例．上段：上士幌町，下段左：鹿追町，下
段右：新得町

Fig. 4  �Examples of visualization graphs. Upper: Kamishihoro town, 
lower left: Shikaoi town, lower right: Shintoku town
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均よりも少ない．再生可能エネルギーの導入ポテンシャルで

は，太陽光発電（D1），陸上風力発電（D2）及び中小水力発

電（D3）が高い．鹿追町と新得町では地熱発電（フラッ

シュ）（D4）及び地熱発電（バイナリ）（D5）のポテンシャ

ルが非常に高い点が共通しており，似た特徴を持つ地域と考

えられる．上士幌町と鹿追町は，環境省の脱炭素先行地

域 15）に採択されており，バイオガスプラントや太陽光発電

による再エネ電力の導入や，公共施設へのマイクログリッド

導入による災害時のレジリエンス強化を推進している．農

業，特に酪農業が主たる産業の両地域において，バイオガス

を有効利用した脱炭素計画の推進は合理的と考えられ，産業

構造やエネルギー需給構造が似通った新得町においても参考

になる取り組みと考えられる．

3　市町村の類型化

　前章では，具体の町を対象に地域の特徴と類似性について

考察した．特徴が類似する市町村を把握することで，地域脱

炭素化の検討をする上で参考となる情報が得られる可能性が

高まることや，特徴が異なる地域との連携の可能性を検討す

るなどの活用方法が考えられる．

　先の例では隣接した自治体を対象としたため，地域性が類

似したとも考えられるが，隣接していなくても特徴が類似す

る市町村が存在する可能性はある．また，先の例とは異なる

産業構造やエネルギー需要の傾向を持つ市町村においても，

特徴が類似する市町村が存在する可能性もある．しかし，そ

れら全ての可能性を場当たり的に調査するのは現実的ではな

い．そこで，本章では指標化したデータを用いた市町村類型

化の手法について検討する．

3.1　指標データのクラスタリング

　正規化した表 1 のデータのうち，「B．産業構造」，「C．エ

ネルギー需要」及び「D．再生可能エネルギー」をそれぞれ

クラスタリングし，特徴が類似する市町村を分類する．クラ

スタリングは，Python（Ver.3.11）及び Seaborn（Ver.0.13.2）

を用いて，階層型クラスタリング手法に基づくクラスター

マップを作成した．クラスタの結合にはウォード法（Ward 

Method）を採用し，データ間の距離計算にはユークリッド

距離（Euclidean Distance）を使用した．クラスタリングの

結果を図 5 に示す．なお，階層型クラスタリングによる結果

の解釈には分析者の主観が入る点に留意が必要である．

1）産業構造

　産業構造のクラスタリングには，表 1 に示す B6～B9 の 4

指標を用い，その結果を図 5（左）に示す．指標間（縦方

向）のデンドログラムを見ると，最初に漁業生産高（B7）

とそれ以外の項目で分類され，続いて農業産出額（B6）と

それ以外で分類される．これを踏まえて市町村間（横方向）

のヒートマップとデンドログラムを見ると，最初に漁業生産

高の有無により大きく市町村が分類され，続いて漁業生産高

を有する市町村のうち，農業産出額が高い市町村とそれ以外

で分類されていると判断できる．一方，漁業生産高が無い市

町村では，農業産出額や製品出荷額，売上高等の大小による

図 5　�指標データのクラスタリング結果．項目間の距離が近いものから逐次的にグループ化し，結線図で表現するデンドログラム（Den-
drogram）と，二次元データの値を色の色相や濃淡で表現したヒートマップ（Heatmap）で表現している．図中の破線（赤）は，
クラスタ分割の閾値を表す．

Fig. 5  �Clustering results of Indicator Data. This figure illustrates a Dendrogram, which shows how items that are close to each other are 
sequentially grouped and represented, and a Heatmap, which represents the values of two-dimensional data using hues and inten-
sity of colors. The dashed red line in the figure represents the threshold for cluster division.

D．再生可能エネルギーC．エネルギー需要B．産業構造
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明確な分類はできない．以上の考察より，産業構造による市

町村の分類は次のとおりと判断した．

イ：漁業生産がない

ロ：漁業生産があり，農業産出額が高い

ハ：漁業生産があり，農業産出額が低い

2）エネルギー需要

　エネルギー需要のクラスタリングには，表 1 に示す C1～

C8 の 8 指標を用い，その結果を図 5（中）に示す．指標間

（縦方向）のデンドログラムより，鉱業（C2）と製造業

（C4）は指標間の相関が高く，その他業務（C5），家庭部門

（C6），建設業（C3）及び運輸（C7）が近しい指標となって

いる．一方，市町村間（横方向）のヒートマップとデンドロ

グラムを見ると，どの断面で分類しても指標ごとの明確な傾

向は認められない．むしろ，全般的なエネルギー需要の大小

によってクラスタが形成されているように見える．これらを

踏まえて，エネルギー需要による市町村の分類は次のとおり

と判断した．

a：エネルギー需要が小さい

b：エネルギー需要が大きい

c：エネルギー需要が小さく，鉱業がやや大きい

d：エネルギー需要が中程度

3）再生可能エネルギー

　再生可能エネルギーのクラスタリングには，表 1 に示す

D1～D9 の 9 指標を用い，その結果を図 5（右）に示す．指

標間（縦方向）のデンドログラムより，地熱関係（D4，

D5，D6）の各指標は相関が高く，太陽光発電（D1）と陸上

風力（D2），中小水力発電（D3）と地中熱（D8）が近い関

係となった．市町村間（横方向）のヒートマップとデンドロ

グラムを見ると，最初に地熱（蒸気）及び地熱（バイナリ）

のポテンシャルが高い市町村，続いて太陽熱のポテンシャル

が高い市町村でクラスタが形成されている．その他，バイオ

マス賦存量が多い地域でも分類が可能と判断し，再生可能エ

ネルギーによる市町村の分類は次のとおりと判断した．

Ⅰ：地熱（バイナリー）ポテンシャルが高い

Ⅱ：地熱（蒸気）ポテンシャルが高い

Ⅲ：太陽熱ポテンシャルが高い

Ⅳ：バイオマス（木質）ポテンシャルが高い

Ⅴ：その他

3.2　市町村の類型化

　「B．産業構造」，「C．エネルギー需要」及び「D．再生可

能エネルギー」ごとのクラスタリングの結果を用い，各分類

の組合せが等しい地域は似た特徴を持つものとして類型化し

表 2　市町村の類型化．
Table2  Classification of Municipalities.
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た．この結果を表 2 及び図 6 に示す．類型化により，道内

179 市町村を 40 のグループに分類することができた．

　類型化の結果より，隣接する市町村が同一のグループに属

する傾向が見られる．例えば，「2.5 考察」で例示した鹿追町

と新得町は同一グループ（イ・a・Ⅱ）に分類されている．

さらに，（イ・a・Ⅱ）には上川町，美瑛町，上富良野町

（上川総合振興局）が含まれており，振興局は異なるが隣接

する自治体である．一方で，同一グループには赤井川村（後

志振興局），壮瞥町（胆振総合振興局），弟子屈町及び鶴井村

（釧路総合振興局）が含まれており，エネルギー需給に係る

地域的な類似性は，地理的な近接性に必ずしも起因しない事

が示唆された．

まとめ

　本報告では，地方公共団体実行計画（区域施策編）検討の

基礎資料を作成することを目的として，公開されている主に

公的統計情報から，エネルギー需給に関係が深いと考えられ

る指標を抽出し，地域間の比較が可能な形に整理した．

　抽出した各指標は，単位やデータ範囲が異なるため，その

ままでは比較しにくく，地域の特徴を捉えることが難しい．

そこで，データの正規化により相互に比較可能な指標データ

に変換したものを可視化し，指標間及び地域間で比較可能な

情報に整理した．さらに，この指標を用いて地域性が類似す

る市町村を 40 のグループに類型化した．これらの作業によ

り，主にエネルギー需給に係る市町村の特徴を把握するとと

もに，地方公共団体実行計画（区域施策編）検討に際して参

考となる自治体の絞り込みや，地域間連携を検討するための

基礎的な資料を作成した．

　一方，選定する指標が異なれば，類型化の結果も変わるこ

とから，指標の選択は慎重に行わなければならない．あくま

でも今回の報告で選定した指標の判断は筆者らの主観である

ため，検討の余地はあると考えている．多数ある指標候補か

ら，地域の特徴を表す指標を適切に選択する方法の検討が今

後の課題である．

　本報告で試行した地域特性の把握手法は，誰でも入手可能

な統計情報を用いている．これは，地域脱炭素化検討の初歩

において，データ取得にコストをかけずに現状を把握，共有

し，議論を進める上では有用な方法と考える．しかし，多く

の統計調査自体が抽出調査による推計誤差が含まれた情報で

あるため，対象地域が小さくなるほど実態と乖離することが

想定される．そのため，地域脱炭素化の検討が具体的になる

に従い，個別調査などにより地域の実態を把握することが肝

要である．

図 6　類型化した市町村のマッピング．
Fig. 6  Mapping of classified municipalities.
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要 旨

　2050 年ゼロカーボン北海道の実現に向けて，道内市町村による脱炭素の取組が急務となっている．市町村の

脱炭素化の検討を進めには，当該地域の社会的自然的条件に基づく特徴を考慮した目標を設定する必要がある．

しかし，単位や規模が異なる多数の情報から地域の特徴を把握することは容易ではない．そこで，公開されてい

る主に公的統計情報から，エネルギー需給に関係が深いと考えられる指標を抽出し，地域間比較が可能な形に整

理するとともに，特徴が類似する市町村を 40 組に類型化した．本報告の手法は，地域性の理解に有用と考えら

れるが，指標の選択方法については今後の課題である．



付表 1　各市町村の指標データ．（1/5）
Appendix Table1  Indicator Data of Municipalities. (1/5)
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（続き）付表 1　各市町村の指標データ．（2/5）
(Continued) Appendix Table1  Indicator Data of Municipalities. (2/5)
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（続き）付表 1　各市町村の指標データ．（3/5）
(Continued) Appendix Table1  Indicator Data of Municipalities. (3/5)
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（続き）付表 1　各市町村の指標データ．（4/5）
(Continued) Appendix Table1  Indicator Data of Municipalities. (4/5)
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（続き）付表 1　各市町村の指標データ．（5/5）
(Continued) Appendix Table1  Indicator Data of Municipalities. (5/5)
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付表 2　各市町村の正規化後の指標データ．（1/5）　値が 7 に近いほど赤，0 に近いほど青で網掛けしている．
Appendix Table2  Normalized Indicator Data of Municipalities. (1/5)  The cells are shaded red for values closer to 7 and blue for values closer to 0.
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（続き）付表 2　各市町村の正規化後の指標データ．（2/5）
(Continued) Appendix Table2  Normalized Indicator Data of Municipalities. (2/5)
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（続き）付表 2　各市町村の正規化後の指標データ．（3/5）
(Continued) Appendix Table2  Normalized Indicator Data of Municipalities. (3/5)
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（続き）付表 2　各市町村の正規化後の指標データ．（4/5）
(Continued) Appendix Table2  Normalized Indicator Data of Municipalities. (4/5)
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（続き）付表 2　各市町村の正規化後の指標データ．（5/5）
(Continued) Appendix Table2  Normalized Indicator Data of Municipalities. (5/5)
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付図 1　各市町村の可視化グラフ．（1/9）
Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (1/9)
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（続き）付図 1　各市町村の可視化グラフ．（2/9）
(Continued) Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (2/9)

- 28 -

エネルギー・環境・地質研究所研究報告　Research Institute of Energy, Environment and Geology Bulletin

© Hokkaido Research Organization



（続き）付図 1　各市町村の可視化グラフ．（3/9）
(Continued) Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (3/9)
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（続き）付図 1　各市町村の可視化グラフ．（4/9）
(Continued) Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (4/9)
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（続き）付図 1　各市町村の可視化グラフ．（5/9）
(Continued) Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (5/9)
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（続き）付図 1　各市町村の可視化グラフ．（6/9）
(Continued) Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (6/9)

- 32 -

エネルギー・環境・地質研究所研究報告　Research Institute of Energy, Environment and Geology Bulletin

© Hokkaido Research Organization



（続き）付図 1　各市町村の可視化グラフ．（7/9）
(Continued) Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (7/9)
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（続き）付図 1　各市町村の可視化グラフ．（8/9）
(Continued) Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (8/9)
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（続き）付図 1　各市町村の可視化グラフ．（9/9）
(Continued) Appendix Fig.1  Visualization Graphs of Municipalities. (9/9)
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